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Ⅰ 総務部の概要 

 総務部は、区政における総合的な管理部門として、円滑な行政執行を

進める役割を担っている。 

施策の実践部門である各部に対して、区議会と充分な連携を図るため

の窓口をはじめ、区長・副区長の秘書事務、法規立案・解釈等の助言、

人権尊重・差別解消に向けた啓発、職員の人事管理や人材育成研修、総

合庁舎など区有施設の財産管理や契約行為への助言、区財源の根幹をな

す特別区民税・都民税等の賦課・徴収業務、新庁舎等の整備に向けた検

討、その他区のどの部門にも属さない事象への対処や危機に際しての総

合調整などにより、企画部とともに区行政執行のためのサービススタッ

フ機能を受け持っている。 

 令和５年度の主要課題は、オークランド市友好都市提携３０周年記念

事業、人権尊重都市品川宣言３０周年記念事業、東京都パートナーシッ

プ宣誓制度の活用、（仮称）男女共同参画推進条例の制定、職員の能力・

意欲を最大限に活かす取組みと働きやすい職場環境の整備、適正な賦課

徴収による区税収入のさらなる増収確保、区民や区の意向を反映した新

庁舎の基本設計の着手、および現庁舎跡地等活用の検討などである。 

 部内は、総務課・人権啓発課・人事課・経理課・税務課・新庁舎整備

課で構成され、職員数は１７８名である。

1



 各課の事務分掌概略は、次のとおりである。 

 １ 総務課   （1）区議会に関すること 

         （2）平和事業および国際交流事業に関すること 

         （3）条例の立案その他法規に関すること 

         （4）区長および副区長の秘書に関すること 

         （5）区長・副区長の渉外および交際に関すること 

（6）褒賞に関すること 

（7）危機管理に係る総合調整に関すること 

          (8) 危機管理対策本部に関すること 

(9) 市町村交流事業および全国自治体との連携に関すること 

         （10）その他各部課に属さないこと 

 ２ 人権啓発課 （1）部落差別その他の同和問題等の人権に係る啓発および 

            対策に関すること 

（2）男女共同参画の推進に関すること 

 ３ 人事課   （1）人事管理および職員の研修に関すること 

         （2）職員の給与・旅費および退職手当に関すること 

         （3）職員の福利厚生および健康管理に関すること 

         （4）会計年度任用職員に関すること 

          （5）職員団体および労働組合に関すること 

 ４ 経理課   （1）総合庁舎等の維持管理に関すること 

         （2）公有財産の取得および調整に関すること 

         （3）土地・建物の評価および借入れに関すること 

         （4）工事、修繕等の検査に関すること 

（5）契約に関すること 

 ５ 税務課    (1) 区の税制および税務統計に関すること 

          (2) 特別区民税・都民税（個人分）の賦課、収納管理、 

督促に関すること 

          (3) 滞納金に係る財産の差押さえおよび換価処分に関す 

            ること 

 ６ 新庁舎整備課 (1) 総合庁舎等の整備に関すること 

(2) 広町周辺の整備に係る事業の調整に関すること 
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Ⅱ 総務部組織図 

令和５年４月１日現在 

                    総務係             (12) 

                                 文書係              (7) 

部長 堀越 明    課長 勝亦 隆一         秘書担当（主査）制    (3) 

                                   平和・国際担当（主査）  (2) 

危機管理担当部長（危機管理監）    秘書担当課長       自治体連携担当（主査）   (1) 

   滝澤 博文      岡 祐子        

                           人権・同和対策担当（主査）(3) 

新庁舎整備担当部長                       男女共同参画担当（主査） (2) 

黒田 肇暢   課長 加島 美弥子 

広町事業担当部長                       人事係                  (12) 

多並 知広                  給与係                   (5) 

        課長 崎村 剛光     職員厚生係               (9) 

                     研修担当（主査）制       (5) 

        人材育成担当課長     制度・定数担当（主査）制 (2) 

                   田口 祐子 

                            庁舎管理係               (7) 

                    管財係                   (4) 

        課長 佐藤 聡      技術検査担当（主査）制   (3) 

                         契約係                   (7) 

                                        税務係           (7) 

                                        課税第一担当（主査）     (9) 

               課長 提坂 義文      課税第二担当（主査）     (9) 

                                        課税第三担当（主査）     (9) 

                    課税第四担当（主査）     (10) 

                    収納管理係               (9) 

                    納税相談第一担当（主査） (8) 

                    納税相談第二担当（主査） (7) 

                    納税相談第三担当（主査） (7) 

                    特別整理担当（主査）     (5) 

新庁舎整備担当（主査）制 (10) 

広町事業調整担当（主査）制 (2) 

課長 山下 隆 

新庁舎建設担当課長

  大友 恵介 

広町事業調整担当課長

                     泉 勝也 

副参事（臨海部広域斎場組合派遣） 築山 憩 

        副参事 初貝 誠利 

（ ）内は常勤職員数 

総務部(178) 総 務 課 (25) 

人権啓発課  (5) 

人 事 課 (33) 

経 理 課 (21) 

税 務 課 (80) 

副 参 事 (2) 

新庁舎整備課 (12) 
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Ⅲ　各課の事務事業概要

１　総　務　課
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　　　　　総　務　　　課

事　業　名 他課と連携が必要な項目 連　携　課

非核平和都市品川宣言事業
中学生広島平和使節派遣事業における
引率等

教育総合支援センター

非核平和都市品川宣言事業 平和資料コーナーの運営 品川図書館

非核平和都市品川宣言事業 平和人権パネル展の実施
品川図書館
人権啓発課

危機管理対策全般
震災、火災、大規模事故など危機事象への初
動対応および全庁調整など

防災課ほか

新型インフルエンザ等対策 新型インフルエンザ等対策の実施 保健予防課

他課との連携事業一覧
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 １ 総 務 課 

(1)総 務 係 

① 二十歳の集い（予算額 ９，４６９千円）  

  節目の二十歳となる区民に対し、社会人としての自覚を促すとともに、その輝

かしい前途を祝福するため、式典（二十歳の集い）を実施する。 

ａ  実施月日 令和６年１月８日〔きゅりあん〕 

ｂ 対 象 者  約２，６５０名 

（学齢制採用  平成１５．４．２ ～ 平成１６．４．１） 

② 新年賀詞交歓会（予算額 ３，８１３千円） 

区内官公署および区内関係諸団体相互の親睦をはかり、あわせて新年を祝うた

めに実施する。 

ａ  実施月日 令和６年１月５日〔きゅりあん〕 

ｂ 招 待 者 約１，９５０名 

③ 品川区官公署等連絡会（構成員の会費により運営） 

品川区に直接関係する国､東京都の行政機関および公益事業所が相互に情報を

交換し、円滑な行政と事業の運営を行うために開催する。 

ａ  実施月日 年４回 

ｂ 対 象 者 官公署等連絡会構成員（５０名）（令和５年４月１日現在） 

④ 特別職報酬等審議会（予算額 ５４３千円） 

  区長の諮問に応じ、特別職の報酬等について審議する。審議会の事務局は､総務

課が行う。 

    委員 １１名  任期  ３年 

⑤ 私立学校（専修・各種学校）に関すること（予算額 １９千円） 

特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例に基づき、区内私立学校

に対し、認可、届出、調査、その他指導全般を行う。 

〔対象数〕令和５年４月１日現在 

・ 専修学校・・・・・・・・９校 

・ 各種学校・・・・・・・・１校 

⑥ 外国人学校児童生徒等保護者補助金（予算額 ３，０３２千円） 

外国人学校（朝鮮学校・中華学校・韓国学校）在学児童・生徒等の保護者の負

担を軽減するため、補助金を交付する。月額７，０００円 

⑦ 特別区競馬組合配分金（歳入予算額 ９０１，２３０千円） 

競馬組合配分金は、１号交付金（競馬場所在区）、５号交付金（大井競馬の場外

発売施設が所在する区市町村に、地方競馬の場外発売によって得た年間売得金額

に１／100 を乗じた金額）および、６号交付金（大井競馬の場外発売施設が所在

する区市町村に、中央競馬の場外発売によって得た年間売得金額に 2／1000 を乗

じた金額）などである。 

⑧ 区議会等との連絡調整に関すること 

区議会および行政委員会と区長部局との連絡調整を行う。 

   ⑨ 総合教育会議（予算額 １０２千円） 

     地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成 26 年法

律第 26 号）に基づき開催するもので、区長と教育委員会が教育に関する課題等に
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ついて、協議・調整を行うことにより、相互の連携をさらに強化し、より一層の

民意を反映した教育行政の推進を図ることを目的とする。 

   ⑩ いじめ問題調査委員会（予算額 ２０６千円） 

     区立学校においていじめに係る重大事態が発生し、区長が必要と認めた場合に

設置される区長の附属機関。 

当該重大事態と同種の事態の発生の防止を図るために、区長の諮問に応じ教育

委員会の行った調査の結果について再調査を行う。 

⑪ 危機管理業務（予算額 １９，４５１千円） 

 ａ 緊急対応（危機発生時） 

   ・全庁をあげて取り組むべき危機事象の場合 

初動体制に遺漏のないよう、当該事案について総務課が所掌し、対応方針

の立案と連絡調整を図る。⇒危機管理対策本部の設置 

    危機管理対策本部体制 

      本部長（区長）  

      副本部長（副区長・教育長）  

      危機管理監（危機管理担当部長）＋総務部長、関係部長等  

      総務課（事務局）  

・新型インフルエンザ等の感染症が発生した場合 

国内外で新型インフルエンザ等の感染症が発生した場合、品川区新型イン

フルエンザ等対策本部条例により、区長を本部長とする対策本部を設置し、

全庁体制で対応するとともに、関係機関との連携・調整を図る。 

・震災、水防など所管や体制が確立されている場合 

     所管部と一体となって初動期の連絡調整等に対処し、それぞれの対策本部

等の体制が整えば、総務課はサポート役に廻る。 

ｂ その他 

   ・事例ごとに必要とされる危機管理マニュアルの作成 

   ・庁内ならびに区内関係機関への緊急連絡網の整備 

   ・職員への危機管理意識の啓発 

   ・区施設・事業等運営サポート（警備）業務の実施 

⑫ その他 

ａ 部の予算・決算および会計の総括に関すること 

ｂ 部の事業の進行管理に関すること 

ｃ 他の部・課および係に属さないこと 
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(2)文 書 係 

① 法規事務 

ａ 条例等の立案 

所管部長等の請求により、条例、規則および訓令について、主として法規的

側面から検討し、立案する。 

ｂ 文書の審査 

各課で起案した重要な文書、要綱等について、主として法規的側面から検討

し、審査を行う。 

ｃ 訴訟等  

・区における訴訟事件を処理する。 

・区長が審査庁となる審査請求を処理する。 

② 文書管理事務 

ａ ファイリング・システム維持管理 

文書の保管、保存および廃棄を体系的に実施するため、ファイリング・シス

テム維持管理の総括を行う。 

ｂ 公印 

公印の新調・改刻、公印台帳の整備等公印の管理を行う。 

ｃ 文書・郵便物の集配 

区に到達した文書、郵便物等を受領し、各課に配付するとともに、区から差

し出す後納郵便物の送付、料金支払を集中管理する。 

ｄ その他  

文書事務に関する総合調整を行う。 

(3)秘書担当

① 区長および副区長の秘書 

② 渉外および交際（予算額 ２，５００千円） 

  区を代表して外部との折衝等を円滑に行うことを目的とする。 

③ 褒賞 

ａ 自治功労者等表彰（予算額 ９，３２４千円） 

区民の生活と文化の向上に特に功労があったものの事績をたたえることによ

り、区民の福祉増進に資することを目的とする。

○Ａ 表彰区分 

・地方自治の発展に関するもの 

・教育の振興と文化の向上に関するもの 

・産業の振興に関するもの 

・徳行に関するもの 

上記のもので、顕著な功績または模範として推奨するに価する業績もしく

は徳行のあったもの 

○Ｂ 実施月日 令和５年１０月１日（予定） 

ｂ 東京都功労者表彰 

東京都表彰規則による地域活動功労者を都へ推薦する。 

（時期 年１回 都からの推薦依頼による） 
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ｃ 叙勲等 

 地方自治の分野で功績顕著なものについて、都へ内申する。 

（時期 年 2回 都からの推薦依頼による） 

(4)平和・国際担当 

① 非核平和都市品川宣言事業（予算額 １０，５６８千円） 

中学生広島平和使節および青少年長崎平和使節、しながわ平和の花壇等を通じ

て、宣言の趣旨の普及に努め、地域の中から平和への意識の高揚を図り、核兵器

の廃絶と恒久平和の確立に寄与する。 

   ② 地域住民と外国人との交流促進（予算額 ５，０６８千円） 

多文化共生について地域の理解を図りつつ、地域と在住外国人及び訪日外国人

との交流を深め、地域における国際化の向上を促進できる事業展開をする。 

ａ  多文化共生関連事業 

      ⅰ 多文化共生講演会・講座 

      ⅱ やさしい日本語講座 

ⅲ 在住外国人向けＬＩＮＥ情報配信 

ⅳ 多文化共生等推進事業助成金 

   ｂ 大使館・領事館関連事業 

      区内イベントなどへの大使館等を通じた区民の文化交流等 

③ 国際友好都市交流事業（予算額 １２４，７９４千円） 

姉妹・友好都市との交流とともに、地域での外国文化交流等を深めるなど多様

な国際交流の推進および、外国人に開かれた地域社会づくりを通じて「暮らしが

息づく国際都市品川」の実現を図る。なお、公益財団法人品川区国際友好協会が

交流事業の実施主体として外国都市交流および地域での国際化を進める。 

ａ  内容 

ⅰ 国際交流一般事務費                 １９３千円 

       国際交流事業に関する事務的経費  

ⅱ 姉妹都市等公式訪問団・受入れ         １１，５３０千円 

姉妹・友好都市等からの関係者を受入れるための経費 

ⅲ 公益財団法人品川区国際友好協会  補助金   １１３．０７１千円 

主な事業 

・姉妹都市等親善推進事業  

・市民交流事業 

・啓発普及事業       

・広報調査事業 

ｂ 姉妹・友好都市 

      ⅰ 姉妹都市 ポートランド市（アメリカ合衆国 メイン州） 

        ・昭和５９年（１９８４年）１０月１３日締結 

        ・大森貝塚を発見したモース博士の生誕地という歴史的な繋がりから提携 

       ⅱ 友好都市 ジュネーヴ市（スイス連邦 ジュネーヴ州） 

        ・平成３年（１９９１年）９月９日締結 

        ・行方不明だった品川寺の梵鐘がジュネーヴ市アリアナ美術館で発見 
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された繋がりから提携 

      ⅲ 友好都市 オークランド市（ニュージーランド） 

        ・平成５年（１９９３年）５月１７日締結 

        ・非核宣言を制定しているマウントロスキル市（現在オークランド市と 

合併）との交流が発展し、提携 

   ④ ウクライナ避難民支援事業（予算額 ５，１６６千円） 

     ロシア連邦による軍事侵攻により、ウクライナからの避難を余儀なくされた者

の日本における生活を国や都と連携して支援する。 

    ａ 内容 

      ⅰ 生活支援金支給 

      ⅱ 携帯音声翻訳機支給 

      ⅲ 情報提供等 

(5)自治体連携担当 

① 区内企業との連携促進（予算額 ９６９千円） 

町会・自治会、ＮＰＯ法人、企業等も含めた区民と区との協働で、「私たちのま

ち」品川区をつくるという品川区基本構想の理念に基づき、「しながわＣＳＲ推進

協議会」を中心として、区内企業（昼間区民）と社会貢献活動・防災対策等様々

な分野での連携を推進する。 

令和５年度は、平成２９年度に設置した幹事会の活動を促進し、会員企業の意

見を協議会の運営（事業内容等）に反映させ、協議会の活性化および会員企業の

参加意識を向上させる。 

   ② 大学との協働の推進（予算額 １，２２９千円） 

     区と大学間で一層の協力関係を構築し、区における地域の課題解決及び大学等

の教育・研究機能の向上を推進することで、地域社会の発展に寄与する。 

③ 全国自治体との連携事業（予算額 ５，２７５千円） 

特別区全国連携プロジェクトに係る区の連絡調整窓口として、特別区と地方と

の共存共栄および地方の発展に寄与するため、全国自治体との連携を行う。 

ⅰ 全国自治体との連携事業 

ⅱ 坂井市区民交流ツアー 

④ 市町村交流事業 

     品川区「水と緑の市町村との交流事業」基本構想（昭和 61 年度策定）に基づき、 

水と緑に象徴される自然環境の豊かな市町村との交流事業を通じて、健全で潤い 

のある区民生活の実現を図る。 

    ａ 神奈川県山北町との交流事業（予算額 ６，２２４千円） 

ⅰ 山北町が主催するイベントへの団体等の派遣事業 

ⅱ 区民の施設利用（「ひだまりの里」施設の利用、協定宿泊施設割引制度） 

ⅲ 交流拠点「ひだまりの里」の管理運営 

    ｂ 山梨県早川町との交流事業（予算額 １８，６７０千円） 

ⅰ 早川町が主催するイベントへの団体等の派遣事業 

ⅱ 早川町における区主催事業（事業者委託ツアー） 

ⅲ 区民の早川町への訪問支援（町営宿泊施設利用助成、協定宿泊施設割引 
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制度） 

ⅳ 「マウントしながわ」里山活用事業 

12



Ⅲ　各課の事務事業概要

２　人権啓発課
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　　　　人権啓発　　課

事　業　名 他課と連携が必要な項目 連　携　課

人権啓発事業 しながわ人権のひろば実施

指導課
教育総合支援センター
広報広聴課（区民相談
室）

人権啓発事業 職員研修／人権問題研修 人事課

人権啓発事業 犯罪被害者等支援施策
広報広聴課（区民相談室）
地域活動課（生活安全担
当）

人権啓発事業 平和・人権パネル展実施
品川図書館
総務課

人権啓発事業 虐待防止ネットワークの推進
子ども育成課、子ども家庭支援
センター、子育て応援課、高齢
者福祉課、障害者支援課

他課との連携事業一覧

14



２ 人権啓発課  

(1) 人権・同和対策担当 

1)啓発事業（人権尊重都市品川宣言制定３０周年）(予算総額９,４１６千円) 

ａ 憲法週間講演会(予算額 ２，６７３千円)  

５月１１日（木） きゅりあん小ホール 

○講演 藪本 雅子 氏（フリーアナウンサー・記者） 

・演題 『ハンセン病に学ぶ日本の差別』 

         ・定員５００名（会場参加３００名、オンライン参加２００名） 

○平和・人権パネル展示 

ｂ 人権週間講演と映画のつどい(予算額 ３，３７３千円) 

１２月１日（金） きゅりあん大ホール 

       定員１，５００名（会場参加１，０００名、オンライン参加５００名） 

       ※人権尊重都市品川宣言制定３０周年事業として集客力のある講師を招聘 

       ※新型コロナウイルス感染症の影響により中止していた映画上映を再開 

ｃ しながわ人権のひろば２０２３(予算額 ２，４８９千円) 

１２月９日（土）～１２月１５日（金） 

きゅりあんイベントホール等 

※人権尊重都市品川宣言制定３０周年事業として開催期間を拡大 

○品川区立学校人権標語・ポスター展 

 １２月下旬にケーブルテレビ品川で展示の模様を放送予定 

○人権啓発・ＤＶ・犯罪被害者支援パネル展 

○女性弁護士による法律相談 

     ｄ 啓発ラッピングカー運行（予算額１０００千円） 

       １１月１日（水）～１１月７日（火） 

       人権尊重都市品川宣言制定３０周年を記念し、小型電気自動車による啓

発ラッピングカーの運行を実施 

＜令和４年度実績＞ 

ａ 憲法週間講演会 

５月１２日（木） スクエア荏原ひらつかホール 

○講演 山口 香（筑波大学体育系教授） 

・演題 「人権を尊重し、強くやさしい社会を実現するために」 

         ・参加者数１３５名（会場９３名、オンライン４２名） 

○平和・人権パネル展示 

ｂ 人権週間講演会 

１２月１日（木） スクエア荏原ひらつかホール 

○講演 安田 菜津紀 氏（NPO 法人 Dialogue for People 副代表/フォ

トジャーナリスト） 

・演題 「紛争地、被災地に生きるとは～取材から見えてきた命の大

切さ、人とのつながり～」 
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・参加者数１２４名（会場参加９１名、オンライン参加３３名） 

○平和・人権パネル展示 

ｃ しながわ人権のひろば２０２２ 参加人数６２４名 

１２月３日（土）～１２月５日（月） 荏原文化センターレクホール等 

○品川区立学校人権標語・ポスター展 

荏原文化センター展示後、ケーブルテレビ品川で展示の模様を放映。 

○人権啓発・ＤＶ・犯罪被害者支援パネル展 

○女性弁護士による法律相談 

2)その他啓発事業等 

① その他啓発事業(予算額１，１７２千円) 

  〇職員への啓発対応強化(予算額６０千円) 

   ・「差別事象対応マニュアル」および「品川区職員・教職員向け性自認・性的

指向に関する行動指針」を基に職場研修を実施 

〇職員・教職員向け研修(予算額１７５千円) 

      ・部落差別（同和問題）講演会 （管理職対象） 

 ・人権問題講演会 （管理職、一般職員対象） 

  〇啓発パネル展 

  〇懸垂幕による啓発活動(予算額２９７千円) 

  〇啓発冊子 「大切なこと」増刷 等(予算額２５３千円) 

  〇啓発パンフレット等印刷(予算額２０５千円) 

＜令和４年度実績＞ 

  〇職員への啓発対応強化 

   ・職場企画研修実施 

    ８月３日（水）、８月５日（金） 

       演題 『差別をしないために 差別をさせないために』 

    講師 臼井 敏男 氏  元朝日新聞論説委員 

    他 「差別事象対応マニュアル」および「品川区職員・教職員向け性自認・

性的指向に関する行動指針」について説明 

〇職員・教職員向け研修 

      ・部落差別（同和問題）講演会 （管理職対象） 

       １月３１日（火） 

       演題 『東京南部の被差別部落の歴史（品川を中心に）～旧東海道品川宿

～大井村フィールドワーク＜座学編＞』 

       講師 木村 元紀 氏  NPO法人じんけんウェーブ理事長/品川区地域部

落史研究会 

 ・人権問題講演会 （管理職、一般職員対象） 

   １月２３日（月）、１月２６日（木） 

   演題 『働く場における意識改革～ワークスタイルの変革に向けて～』 

  講師 安斎 徹 氏  清泉女子大学教授 
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〇『人権尊重都市品川宣言』等チラシの増刷 

  〇啓発パネル展 

  〇懸垂幕による啓発活動 

  〇啓発冊子 「大切なこと」発行等  

   ② 広報特集号の発行 

年２回  各１１３,８００部 

・人権尊重都市品川宣言特集号  ４月１１日（火）発行 

・人権週間特集号       １１月１１日（土）発行 

＜令和４年度実績＞ 

年２回 

・人権尊重都市品川宣言特集号  ４月１１日（月）発行 

 １１０，５００部 

・人権週間特集号       １１月１１日（金）発行 

      １１０，５００部 

③ 虐待防止ネットワークの推進 

  児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待、配偶者暴力など家庭内で起こる暴力に対 

し、地域の見守りを強化するとともに、関係機関との連携により速やかな対応を

とることにより家庭内暴力をなくすことを目指す。 

＜令和４年度実績＞ 

  品川区虐待防止ネットワーク推進協議会 ７月１日（金）実施 

④ 品川区人権啓発施策推進連絡会議の開催 

  関係各課長による連絡会議 

⑤ 調査研究・視察研修 

ａ 民間運動団体、研究団体が開催する各種研修会、研究集会への参加 

ｂ 同和行政を現状把握するための視察研修 

     ＜令和４年度実績＞ 

     ａ 会場参加４件、オンライン参加３件 

ｂ 奈良県御所市（水平社博物館）、奈良市（奈良県人権センター） 

⑥ 差別事象の処理 

  ⑦ 同和生活相談 

＜令和４年度実績＞ １８０件
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(2) 男女共同参画担当 

 1)行動計画推進会議 (予算額１，５４３千円) 

  ・第１８期（令和４～５年度）品川区行動計画推進会議の設置および運営 

・諮問事項「マイセルフ品川プラン～誰もが自分らしく～（男女共同参画のため

の品川区行動計画第５次等）の基本目標に基づき、女性の活躍と仕事と生活の

調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進するため「女性の活躍への支援につ

いて」とする。 

・委員１１名（学識経験者３名、一般公募委員８名） 

＜令和４年度実績＞ 

・推進会議の開催 ５回 

   2) （仮称）品川区男女共同参画推進条例の検討（予算額１，１６４千円） 

    ・ジェンダー平等および性の多様性の尊重という基本理念のもと、多様性を認め 

合い、誰もが自分らしく生きられる社会を目指して、新たに条例を制定し、今

後の取組みの指針とするための検討を行う。 

    ・委員１０名程度 

   3)東京都パートナーシップ宣誓制度の活用（予算額５００千円） 

    ・性的マイノリティの方への支援の一環として、パートナーシップ関係にある方 

の生活上の不便を軽減し、性別によらず誰もが暮らしやすい環境につなげてい

くために、東京都パートナーシップ宣誓制度の受理証明書を活用した行政サー

ビスの提供を行う。性の多様性に関する区民の理解促進のため、性的マイノリ

ティに関する啓発、区における制度活用について周知を図る。 

4)啓発事業 

 ① 男女共同参画推進フォーラム２０２３の開催（予算額１，７８８千円） 

   １１月１１日（土） きゅりあん 小ホール 

＜令和４年度実績＞ 

男女共同参画推進フォーラム２０２２の開催 

  １１月１２日（土） スクエア荏原 ひらつかホール 

   講 師  瀬地山 角氏（東京大学大学院教授） 

   テーマ  自分らしい「ワーク・ライフ・バランス」を見つけよう！ 

～あなたなら何をのせる？～ 

   参加者数 会場参加８６名 オンライン参加８８名 
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② 性の多様性尊重啓発 (予算額９００千円) 

 〇性的マイノリティ当事者等のための交流スペース事業「みんなのひろば」の 

開催 

・年３回開催 土曜日 午後１時から５時  

 NPO 法人 共生社会をつくる性的マイノリティ支援全国ネットワーク 

＜令和４年度実績＞ 

性的マイノリティ当事者等のための交流スペース事業「みんなのひろば」の

開催 

・７月１６日（土）  午後１時３０分から４時３０分 参加者数２名 

  映画「アバウト・レイ 16 歳の決断」上映およびフリートーキング 

・１２月１０日（土） 午後１時３０分から４時３０分 参加者数８名 

   映画「リトル・ガール」上映およびフリートーキング 

    ③ 啓発講座の開催（予算額３，１３８千円） 

・男女共同参画推進講座 ・性の多様性尊重啓発講座 

・ワークライフバランス ・女性の活躍支援講座 

・ＤＶ、デートＤＶ講座 ・出前講座 

＜令和４年度実績＞ 

・男女共同参画推進講座                １講座（２日） 

・性の多様性尊重啓発講座               １講座（１日） 

      ・ワークライフバランス・女性の活躍支援講座      ２講座（４日） 

      ・ＤＶ講座                      １講座（１日） 

・出前講座 

[区内小学校] 

性の多様性尊重啓発講座（１回）  教員２０名  

[区内義務教育学校] 

性の多様性尊重啓発講座（１回）  ７年生９０名  

         デートＤＶ講座（１回）      ９年生７８名 
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   ④ マイセルフ品川プラン啓発・促進講演会の開催（予算額１，２６１千円） 

      ８月２６日（土） きゅりあん 小ホール 

＜令和４年度実績＞ 

マイセルフ品川プラン啓発・促進講演会の開催 

      ８月３０日（火）五反田文化センター 音楽ホール 

      講 師  杉山 文野氏（NPO 法人東京レインボープライド共同代表理事） 

      テーマ   性の多様性と人権 

      参加者数 会場参加４３名 オンライン参加２８名 

⑤ 男女平等啓発誌「マイセルフ」の発行（予算額１，４４０千円） 

・第６８号 ８，０００部 

・第６９号 ８，０００部 

＜令和４年度実績＞ 

・第６６号「自分らしく安心して働き続けられる場所 

～私たち自身が笑顔でいられる職場環境づくり～」 

・第６７号「いつでも、どこでも、誰でも働ける会社づくり 

～バイアスのない人材活用と新しい働き方～」 

      各号８，０００部 

⑥ 啓発パンフレットの発行とパネル作成 (予算額１，７００千円) 

＜令和４年度実績＞ 

・ＤＶウェットティシュ              １，０００個 

・デートＤＶって何？               ２，０００部 

・ＤＶで悩んでいたら               １，０００部 

・総合相談カード                   ５００部 

・３色ボールペン                 １，０００本 

・パネル（性の多様性を考える）          １セット(１１枚組) 
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    ⑦ 男女共同参画センターの運営 

〇交流室・男女共同参画会議室の管理 

＜令和４年度実績＞ 

・会議室         利用件数  １７０件 

      ・交流室・資料コーナー  利用者数   延８８人（土日祝・午後のみ） 

〇総合相談 (予算額３，５４５千円) 

・法律相談       月３回（面接） 

      ・カウンセリング相談  週１回（電話・第４週を除く） 

                  月１回（面接） 

      ・ＤＶ相談       週１回（面接および電話） 

＜令和４年度実績＞ 

・法律相談件数       ６６件（面接）※うち夜間１９件 

・カウンセリング相談件数  ７３件（電話） 

                    １６件（面接） 

・ＤＶ相談件数       ５５件（面接および電話）※うち夜間６件 

     〇品川区配偶者暴力相談支援センター（機能整備） 

＜令和４年度実績＞ 

      ・相談受付実績 １２１件 

〇優しさをかたちにプロジェクト 

 生理用品の入手が困難な区民の方を対象に防災備蓄品を活用して、区内６ 

カ所（男女共同参画センター、子育て応援課、暮らし・しごと応援センター、

区内保健センター）で生理用品の無償配布を実施。 

      ＜令和４年度実績＞ 

      ・配布数実績 ４３３セット 

  5)品川区男女共同参画推進行政連絡会議の開催 

   ・関係部長および関係各課長(幹事)による連絡会議 
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Ⅲ　各課の事務事業概要

３　人　事　課
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　　　　　人　事　　　課

事　業　名 他課と連携が必要な項目 連　携　課

職員顕彰 対象者の選定・決定および式典の挙行 庶務課、指導課

職員住宅
入居者の防災訓練の参加状況の管理、防災
備蓄倉庫および消火ポンプ倉庫の設置

防災課

職員研修 人権問題研修 人権啓発課

職員研修 協働研修 地域活動課

職員研修 文書研修 総務課

職員研修 財務会計研修
財政課、経理課、会計管
理室

職員研修 債権管理研修 会計管理室

他課との連携事業一覧
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３ 人 事 課 

(1) 人 事 係 

① 職員の採用、昇任、退職等に関する事務 

② 昇給および昇格に関する事務 

③ 職員の異動および配置に関する事務 

④ 職員の降任、免職、休職、降給等分限に関する事務 

⑤ 勤務時間、その他服務規律に関する事務 

⑥ 職員の自己申告および人事評価に関する事務 

⑦ 職員の戒告、減給、停職、免職等懲戒に関する事務 

⑧ 職員の表彰、永年勤続感謝に関する事務（予算額 ５，６１０千円） 

(2) 給 与 係 

① 職員の給与に関する事務 

② 職員の旅費に関する事務 

③ 職員の退職手当に関する事務 

④ 会計年度任用職員の報酬に関する事務 

(3) 職員厚生係 

① 職員被服貸与に関する事務 （予算額 １６，０００千円） 

② 職員住宅維持管理に関する事務 （予算額 ５７，７４６千円） 

・ 災害対策職員待機寮 ９寮（単身４５戸、家族５４戸、計９９戸） 

・ 災害対策職員待機寮借上事業（３６戸） 

③ 職員の健康管理に関する事務（予算額 ６３，１２５千円） 

ａ 各種健康診断および健康相談等 

ｂ 安全衛生委員会の運営 

・職員の労働安全および衛生に関する事項の調査審議 

ｃ 公務（通勤）災害補償に関する事務 

④ その他の事務 

ａ 東京都職員共済組合に関する事務 

ｂ 特別区職員互助組合に関する事務 

ｃ 品川区職員互助会に関する事務 

ｄ 社会保険(厚生年金・雇用保険)に関する事務 
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(4) 研修担当 

① 区研修の計画および実施に関する事務（予算額 ３０，６２２千円） 

ａ 職層研修（育成層研修、実務層研修、監督層研修、管理層研修、清掃関係職員研修） 

ｂ 選択研修（実務研修、政策形成研修、派遣研修、特別研修） 

ｃ 研修支援（職場研修・自己啓発） 

② 共同研修への派遣に関する事務 （予算額 ３０８千円） 

特別区職員研修所実施研修への派遣 

(5) 制度・定数担当 

① 人事給与等の制度に関する調査 

② 職員団体および労働組合に関する事務 

③ 職員の定数管理に関する事務 
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Ⅲ　各課の事務事業概要

４　経　理　課
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　　　　　経　理　　　課

事　業　名 他課と連携が必要な項目 連　携　課

基幹事務システム関連 財産管理事務、契約事務、検査事務
企画課、財政課、情報
推進課、会計管理室

新公会計システム関連
公有財産および固定資産管理事務、契約
事務

企画課、財政課、情報推
進課、会計管理室、施設
整備課、各主管課

工事成績評定 技術検査、契約事務 各工事主管課

職員研修関連 財産管理事務、契約事務、検査事務
財政課、人事課、会計
管理室

庁舎管理 新庁舎整備に関わる事務 新庁舎整備課

用地取得
用地情報取得、契約に関わる事務
（財産価格審議会・土地開発公社）

企画課、道路課、関係
課

他課との連携事業一覧
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４ 経 理 課 

(１) 庁舎管理係 

① 庁舎維持管理事務（予算額 ７９１，０２１千円) 

総合庁舎（本庁舎、防災センター・第二庁舎、議会棟、第三庁舎）の維持管理 

ア 光熱水費、電話料の支払い 

イ 清掃・案内・設備管理等委託 

ウ 総合庁舎機械警備委託 

エ 維持補修工事 

オ 会議室使用承認（グループウェア利用） 

カ 総合庁舎内関係機関との連絡調整 

キ 維持管理費負担金および庁舎使用料等の請求・納付管理 

② 庁有自動車運行管理（予算額 ９４，５７３千円） 

ア 庁有自動車の管理（整備および配車） 

(自動車およびバイク貸出時、アルコールチェックおよび免許証の確認) 

＊経理課所有自動車の用途および台数（合計 車３５台・バイク５台） 

普通乗用車（リース）５台、普通乗用車４台、小型乗用車２台 

小型貨物 １台、マイクロバス（リース）１台 

（貸 出 用） 小型乗用車５台、小型貨物車５台、軽乗用車２台、 

軽貨物車 ９台、普通貨物 １台、バイク ５台 

イ 電動自転車（１６台）、自転車（２台）の貸出、シェアサイクル活用（１０台） 

③ 電話交換業務 

＊中継台数 ５台  ＊受信件数     約９４８件（１日平均） 

          ＊ダイヤルイン 約３，７６４件（１日平均） 

④ メール業務 

出先職場他（各地域センター・小中学校等および関連施設合わせて約２８０ヶ

所）、都、他区市間での公文書の配付・回収を行う文書交換 

⑤ 駐車場維持管理 

 ア 一般車収容台数 計１２７台 

    第一駐車場 ３０台 

    第二駐車場 ９７台（庁有車含む） 

イ 収入＜駐車場貸付料＞ 

       ３１，２７２，０００円 
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(２) 管 財 係 

① 公有財産の管理および普通財産の処分等（予算額  １４６，４０８千円） 

 （単位：千円） 

年 度 

区 分 
３０ １ ２ ３ ４ 

行政財産

使用許可 
件数 657 667 664 659 652

土 地 

売 却 

件数 16 4 ＊1  17 ＊2   4 ＊3  12

金額 28,661 79,136 607,276 33,570 64,565

火災共済

加入 

件数 901 915 949 940 953

金額 3,750 3,802 3,003 3,235 3,293

＊1 土地交換 9件を含む ＊2 土地交換 1件を含む ＊3 土地交換 1件を含む  

② 土地、建物の借入契約 

（単位：件） 

区 分 有償借入 無償借入 計 

土 地 21 66 87

建 物 11 2 13

③ 財産価格審議会事務 

ア 財産価格審議会の開催      ４回 

イ 審議議案           １５件 

(３) 技術検査担当・管財係

                                （単位：件） 

     年度 

検査区分 
３０ １ ２ ３ ４ 

工事

建  築 258 285 197 259 252

電  気 185 246 205 186 177

機  械 149 234 165 169 180

土  木 493 610 681 573 561

計 1,085 1,375 1,248 1,187 1,170

物品 管財係分 398 444 378 373 335

合 計 1,483 1,819 1,626 1,560 1,505
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(４) 契 約 係 

工事請負契約および物品の購入契約等に関すること 

（予算額 １，０９８千円） 

（単位：千円） 

年度 

区分 
３０ １ ２ ３ ４ 

工 事 

件数 959 1,088 879 783 815

金額 28,057,419 18,962,063 25,751,249 24,210,257 21,838,046

物品等 

件数 3,474 3,763 2,093 2,066 2,117

金額 18,680,629 21,425,245 26,375,380 20,270,893 24,737,698

合 計 

件数 4,433 4,851 2,972 2,849 2,932

金額 46,738,048 40,387,309 52,126,629 44,481,150 46,575,744

 ※契約金額が確定できない「単価契約」は除く。 
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Ⅲ　各課の事務事業概要

５　税　務　課
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　　　　　税　務　　　課

事　業　名 他課と連携が必要な項目 連　携　課

他課との連携事業一覧
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５ 　税　務　課

（1）税　務　係

①　区の税制に関すること。

②　税務事務の連絡、調整に関すること。

③　特別区民税の調定に関すること。

④　特別区民税の歳入および税務統計に関すること。

⑤　軽自動車税の賦課・減免および証明に関すること。

⑥　軽自動車税の調定に関すること。

⑦　自動車の臨時運行許可に関すること。

⑧　特別区たばこ税の申告、調定、督促に関すること。

⑨　税務関係団体に関すること。

⑩　課の予算、決算および他の係に属さないこと。

（2）課税第一担当～課税第四担当

①　課税電算システム維持、小規模開発に関すること。

②　特別区民税・都民税の賦課、減免および証明に関すること。

③　軽自動車・自動車臨時運行許可の受付および証明に関すること。

（3）収納管理係

①　特別区民税・都民税の収入に関すること。

②　特別区民税・都民税の収納管理および督促状の発付に関すること。

③　軽自動車税の収納管理および督促状の発付に関すること。

④　特別区民税・都民税の口座振替に関すること。

⑤　特別区税の過誤納金還付に関すること。

（4）納税相談第一担当～納税相談第三担当

①　普通徴収に係る特別区民税・都民税（個人分）の滞納金の催告、

徴収その他滞納処分（特別整理担当に属するものを除く）に

関すること。

②　滞納金に係る財産の差押えおよび換価処分（特別整理担当に属

するものを除く）に関すること。

③　滞納金に係る財産の差押え後の滞納金の徴収（特別整理担当に

属するものを除く）に関すること。

④　徴収の嘱託および受託（特別整理担当に属するものを除く）に

関すること。

（5）特別整理担当

①　特別区民税・都民税（個人分）の滞納金の催告、徴収その他滞納

処分に関すること。

②　高額な滞納金に係る財産の差押えおよび換価処分に関すること。

③　高額な滞納金に係る財産の差押え後の滞納金の徴収に関すること。

④　徴収の嘱託および受託に関すること。　徴収の嘱託および受託に関すること。
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（１）特別区民税・都民税賦課事務

  　　◇　予　算　額　　　　　　１９３，９４５千円

　　　◇　内　　　容　　　　　　その年の１月１日現在に住所を有する個人に対し、その年の１月１日現在に住所を有する個人に対し、
前年の所得について賦課する。

　　　　 ◇ 　根　　　　拠　 地方税法　　　　　　　(制定昭和25年7月31日法律第226号）

品川区特別区税条例　　(制定昭和39年12月15日条例第48号）

　①普通徴収（当初賦課）

　②給与特別徴収（当初賦課）

　③年金特別徴収（当初賦課）

名

名

名

名

名

名

名

名

名

名

平成31年度
80,105

令和3年度

8,170,32112,391,919

千円

令和2年度

千円13,974,738

77,020

都　民　税 

9,251,459 千円

11,999,436 7,928,343 千円

調定額（現年度分） 

11,423,238

特別区民税 

平成30年度

78,254

(66,458)

80,028

(67,672)

(66,777)

(67,039)

納税義務者数
年　度

（非課税者数）

77,216

(66,472)
令和4年度

千円千円

12,219,382 8,082,281

千円

千円 千円

千円

7,553,051

名 48,300 所

名 (2,365) 所

名 47,915 所

名 (2,412) 所

名 47,196 所

名 (2,415) 所

名 46,281 所

名 (2,356) 所

名 45,174 所

名 (2,387) 所

平成30年度 21,163,101

平成31年度 33,772,891

31,943,099 千円
(10,002)

千円23,542,444

162,891
千円

 特別徴収

 義務者数特別区民税 都　民　税 

納税義務者数

（非課税者数）

169,306

千円24,025,406

(10,332)

(10,305)

157,722

173,928
36,261,115 千円

千円

22,375,679

35,531,503令和2年度

令和3年度

千円

(10,147)

千円

年　度
賦課額（12／12） 

令和4年度 36,953,120
(9,755)

千円 千円24,485,365
173,324

491,979 千円

平成30年度 15,465 名 767,073 千円 501,488 千円

平成31年度 15,387 名 752,965 千円

 納税義務者数
都　民　税 

千円15,361令和2年度 767,050

名

名

514,581

千円 501,523

令和3年度 787,53015,741 千円千円

年　度

千円名令和4年度 15,683 783,754 千円 512,194

特別区民税 

賦課額（12／12） 
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　④納・課税証明発行件数および手数料 ＊手 数 料：一通につき３００円
　コンビニ：一通につき２００円

　※マルチコピー分については、平成30年9月　開始

（２）ふるさと納税事務

◇　予　算 ４，５２５千円

◇　内　容　　  　  ふるさと納税とは、納税者が自分で選んだ自治体に寄附を

行った場合に、所得税と住民税の控除が受けられる制度である。

H27.10.1　品川区では寄附額に応じて、希望者に返礼品の送付を開始

H30.4.1 　地域振興基金への寄附（※返礼品は対象外）受入れ開始

H30.9.1　 水辺千本桜計画への寄附(道路課)受入れ開始　→　R3.3.31終了

R元.9.10　子どもの食の支援事業（GCF）への寄附(子育て応援課)受入れ開始

R2.7.13　新型コロナ対策支援寄附金（GCF）への寄附（総務課）受入れ開始　→　R2.10.12終了

R4.4.11　ブラインドサッカー活動支援（GCF）への寄附（スポーツ推進課）受入れ開始　→　R4.8.9終了

◇　寄附金推移

令和4年度 56,978 件 12,505 件 149 件 15,828,000 円 2,501,000 円 29,800 円

令和3年度 58,018 件 9,855 件 141 件 16,405,800 円 1,971,000 円 28,200 円

令和2年度 56,885 件 6,115 件 68 件 16,447,200 円 1,223,000 円 13,600 円

 平成31年度 63,018 件 4,368 件 106 件 18,458,000 円 873,600 円 21,200 円

 平成30年度 66,444 件 3,146 件 29 件 19,615,700 円 629,200 円 5,800 円

年　　度

件　　数 交付手数料

内コンビニ分
内庁舎内
ﾏﾙﾁｺﾋﾟｰ分

内コンビニ分
内庁舎内
ﾏﾙﾁｺﾋﾟｰ分

※他自治体へのふるさと納税寄附額
総務省ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄより抜粋（各年度6月
1日時点の数値）

※推計値含む概算は、総務省が示す計
算式による。

寄附
金額

寄附金
件数

寄附
金額

寄附金
件数

寄附
金額

寄附金
件数

寄附
金額

寄附金
件数

寄附
金額

寄附金
件数

寄附
金額

寄附金
件数

令和4年度 6,488 138件 11,109 294件 80,805 80件 98,402 512件

令和3年度 8,534 216件 8,634 288件 68,304 37件 85,472 541件

令和2年度 7,943 109件 9,768 251件 4,560 99件 7,188 189件 3,222 39件 32,681 687件

平成31年度 2,610 82件 5,573 155件 2,860 70件 37,757 35件 48,800 342件

平成30年度 3,380 91件 6,330 163件 20,822 24件 30,532 278件

単位：千円・件

年　度

品川区が受けたふるさと納税寄附

税務課分
子育て応援課
（食の支援）

道路課分(千本桜)
総務課分

(新型コロナ対策)
その他の寄附 合計

※品川区が受けたふるさと納税寄附　各年度末の実績

令和4年度 3,940,000 62,600 件

令和3年度 3,070,000 50,500 件

令和2年度 2,440,000 38,700 件

平成31年度 2,300,000 36,000 件

平成30年度 1,650,000 27,000 件

単位：千円・件

年　度

他自治体へのふるさと納税寄附

寄附金控除額
（推計値含む概算）
１千万未満切り捨て

寄附金控除件数
（推計値含む概算）
100件未満切り捨て
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（３）軽自動車税種別割賦課事務

◇  予　算　額　　　　　　５，７７９千円

◇　内　　　容　　　　　　その年の４月１日現在、軽自動車の所有者に対して
賦課する。
税額：１，０００円～１２，９００円（車種により異なる）

◇　根　　　拠　　　　　　地方税法　(制定昭和25年7月31日法律第226号）　

品川区特別区税条例(制定昭和39年12月15日条例第48号）

　①軽自動車税種別割（当初賦課）

　②軽自動車税種別割納税証明発行件数および手数料

　　　＊手数料：一通につき３００円
　　　　ただし車検用の納税証明書は無料

（４）臨時運行許可事務

◇　予　算　額　　　　　　１０４千円

◇　内　　　容　　　　　　自動車の検査や登録のために回送する場合に、期間を
定めて臨時運行を許可する。（仮ナンバーの貸出し）

◇　根　　　拠　　　　　　道路運送車両法　　　　　(制定昭和26年6月 1日号外法律第185号）
道路運送車両法施行規則　(制定昭和26年8月16日運輸省令第74号）
品川区手数料条例　　　　(制定平成12年3月28日条例第5号）

　臨時運行許可件数および手数料

　　＊手数料：車両一両につき７５０円

年　度 

令和4年度 件 861,750 円

令和3年度 件 1,061,250 円

令和2年度 件 958,500 円

 平成31年度 件 897,750 円

 平成30年度 件 862,500 円

1,278

手　数　料 

1,197

件　　　　数 

1,150

1,415

1,149

年　度 

令和4年度 件 138,025 千円

令和3年度 件 135,419 千円

令和2年度 件 132,214 千円

 平成31年度 件 131,662 千円

 平成30年度 件 130,537 千円31,173

30,663

当初課税件数 調定額 

29,923

30,276

30,146

全　　件　　数

 令和4年度 943 件 22 件 6,600 円

 令和3年度 988 件 14 件 4,200 円

 令和2年度 961 件 26 件 7,800 円

 平成31年度 1,039 件 18 件 5,400 円

 平成30年度 966 件 13 件 3,900 円

年　度 
内　有　料　分 （一般用）

件　数 手　数　料
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（５）臨時運行許可事務における標識等弁償金

◇　予算額　　　　　　３３千円

◇　内　容　　  　  一度交付した標識や仮ナンバー（番号標）を紛失した

場合、弁償金を徴収する。ただし、盗難を原因とした紛失は対象外。

◇　根　拠　　　　　品川区特別区税条例　　(制定昭和39年12月15日条例第48号）

　弁償金徴収件数および金額

　　＊原動機付自転車標識紛失　　　　２００円

　　　臨時運行許可番号標紛失　　２，０００円

（６）特別区たばこ税事務

◇　予　算　額　　　　　　２，１５７千円

◇　内　　　容　　　　　卸売販売業者等が小売業者に販売したたばこの本数に、
税率を掛け、申告納付する。

◇　納税義務者　　　　　　・　たばこ製造者　・卸売販売業者
・　特定販売業者

◇　根　　　拠　　　　　　地方税法　　　　　　(制定昭和25年7月31日法律第226号）
品川区特別区税条例　(制定昭和39年12月15日条例第48号）

　一般品　　　　　　　　 6,552円

　一般品　　　　　　　　 6,122円

　一般品 2021.10.1～ 　　6,552円

　一般品 2020.4.1～　　　5,692円

　一般品 2020.10.1～ 　　6,122円

　一般品             　　5,692円

　旧三級品 2019.4.1～　　4,000円

　旧三級品 2019.10.1～   5,692円

　一般品 2018.4.1～　　　5,262円

　一般品 2018.10.1～　 　5,692円

　旧三級品　　　　　　　 4,000円

千円

税　　　　　　率　 年　度 

平成30年度

 たばこ税調定額

千円

千円令和2年度 519,506,907

千円平成31年度 592,453,743 本 3,362,712

令和3年度 521,426,208 本

 たばこ売上本数

3,224,074597,049,108 本

3,041,576本

3,277,586

令和4年度 543,467,732 本 3,560,798 千円

令和4年度 104 件 20,800 円 0 件 0 円

令和3年度 126 件 25,200 円 0 件 0 円

令和2年度 159 件 31,800 円 0 件 0 円

平成31年度 145 件 29,000 円 0 件 0 円

平成30年度 144 件 28,800 円 1 件 2,000 円

年　度 
標　識　弁　償　金 番号標弁償金

件　数 金　　　額 件　数 金　　　額 
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（７）特別区税徴収事務

◇　予　算　額　　　　　　２５２，７７３千円

◇　内　　　容　　　　　区財源の根幹をなす区税収入の確保の核心は、納税者自らが
納付を行い、滞納しない環境作りにある。そのために、日頃
から自主納税意識の啓発に努めつつ、公平かつ適正な事務運
営を行っている。また、滞納整理にあたっては、滞納者との
厳しい納税交渉、滞納処分等は不可避であり、これらの事務
を十分に行うために、日頃から法令上の知識にとどまらず計
画的かつ効率的な事務改善、研究等を積み重ねている。

◇　根　　　拠 国税徴収法　　　　　　(制定昭和34年4月20日号外法律147号）
地方税法　　　　　　　(制定昭和25年7月31日法律第226号）
品川区特別区税条例　　(制定昭和39年12月15日条例第48号）

令和３年度特別区税徴収実績（令和４年５月末決算額） 単位：千円・％

令和４年度特別区税徴収実績（令和５年３月末現在） 単位：千円・％

調　定　額 収　入　額 収　入　歩　合 

普通徴収分 13,037,390 12,817,464 98.31%

特別徴収分 37,080,732 34,612,963 93.34%

過年度分 228,292 207,350 90.83%

小　計 50,346,414 47,637,777 94.62%

554,637 306,480 55.26%

50,901,051 47,944,257 94.19%

環
境
性

能
割

現年課税分 7,914 7,914 100.00%

現年課税分 133,461 131,113 98.24%

滞納繰越分 2,333 1,993 85.43%

小　計 135,794 133,106 98.02%

143,708 141,020 98.13%

3,295,382 3,037,449 92.17%

54,340,141 51,122,726 94.08%合　　　　　計 

た ば こ 税 

種
別
割

計

区　　　分 

特

別

区

民

税

現

年

度

滞納繰越分 

計 

軽
自
動
車
税

調　定　額 収　入　額 収　入　歩　合 

普通徴収分 14,815,965 14,605,461 98.58%

特別徴収分 37,915,035 35,402,641 93.37%

過年度分 207,020 178,304 86.13%

小　計 52,938,020 50,186,406 94.80%

439,779 242,441 55.13%

53,377,799 50,428,847 94.48%

環
境
性

能
割

現年課税分 8,109 8,109 100.00%

現年課税分 137,239 134,703 98.15%

滞納繰越分 2,009 1,889 94.03%

小　計 139,248 136,592 98.09%

147,357 144,701 98.20%

3,560,840 3,291,169 92.43%

57,085,996 53,864,717 94.36%

た ば こ 税 

合　　　　　計 

区　　　分 

特

別

区

民

税

現

年

度

滞納繰越分 

計 

軽
自
動
車
税

種
別
割

計
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令和２年度特別区税徴収実績（令和３年５月末決算額） 単位：千円・％

平成30年度特別区税徴収実績（令和元年５月末決算額） 単位：千円・％

平成31年度特別区税徴収実績（令和２年５月末決算額） 単位：千円・％

調　定　額 収　入　額 収　入　歩　合 

普通徴収分 13,190,636 12,840,702 97.35

特別徴収分 34,514,099 34,495,601 99.95

過年度分 228,009 156,623 68.69

小　計 47,932,744 47,492,926 99.08

441,960 284,956 64.48

48,374,704 47,777,882 98.77

環
境
性
能
割

現年課税分 2,904 2,904 100.00

現年課税分 129,643 126,554 97.62

滞納繰越分 3,389 2,539 74.49

小　計 133,032 129,093 97.04

135,936 131,997 97.10

3,363,034 3,363,028 100.00

51,873,674 51,272,907 98.84

た　ば　こ　税 

合　　　　　計 

種
別
割

計

軽
自
動
車
税

区　　　分 

特

別

区

民

税

現

年

度

滞納繰越分 

計 

※軽自動車税環境性能割は令和元年10月から令和２年２月分までの実績です。
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Ⅲ　各課の事務事業概要

６　新庁舎整備課
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　　　　　新庁舎整備　　　課

事　業　名 他課と連携が必要な項目 連　携　課

新庁舎整備事業 新庁舎の建築計画に関すること 施設整備課

新庁舎整備事業 新庁舎のICT整備に関すること 情報推進課

新庁舎整備事業 現庁舎の財産管理に関すること 経理課

広町事業 行政機能等の調整に関すること 企画課

広町事業 大井町駅周辺のまちづくりに関すること 都市開発課

他課との連携事業一覧
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６ 新 庁 舎 整 備 課 

新庁舎整備課は、総合庁舎等の整備に関することを所掌として、令和４年度に設置さ

れ、事務職および技術職で構成する「新庁舎整備担当」が、ハード・ソフトの両面から

新庁舎の整備検討を進めている。 

 また、新庁舎建設予定地である広町のまちづくりが進む中、現庁舎跡など広町周辺の

整備に係る事業を推進するため、今年度より新たに「広町事業調整担当」を設置した。 

 新庁舎の整備を滞りなく進めていくとともに、現庁舎跡地等を有効に活用できる方策

の検討を進める。 

（１）新庁舎整備事業（新庁舎整備担当） 

令和５年１月に策定した「品川区新庁舎整備基本計画」を踏まえ、新庁舎の基本性

能を具体化するため、基本設計に着手する。 

また、事業スケジュールやコスト管理等の体制を強化するため、区施設で初めての

ＣＭ方式（コンストラクション・マネジメント方式）を導入することにより、民間事

業者の技術力も活用して、基本設計をまとめていく。 

（予算額 １００，０８４千円）

年間計画 

令和５年４月～令和５年５月 事業者選定 

令和５年６月～令和６年５月 基本設計、都市計画協議および手続き 

令和５年４月～令和６年３月 オフィス環境整備検討 

概略事業スケジュール 

令和３年度        基本構想策定 

令和４年度        基本計画策定 

令和５年度～令和７年度  基本設計・実施設計（予定） 

令和７年度        建設工事開始（予定） 

令和９年度        竣工・供用開始（予定） 

（２）広町事業（広町事業調整担当） 

広町地区は、ＪＲ線・りんかい線・東急線の３路線が結節する大井町駅に近接した

交通利便性の高い地区であるとともに、区役所等の行政機関が集積する、品川区の中

心的な拠点となっている。 

令和４年度からは土地区画整理事業（施行者：ＵＲ都市機構）が行われ、地区内で

は新庁舎整備や民間開発が連携を図りながら、まちづくりを進めている。 

新庁舎整備に際する区民負担の軽減を目指し、現庁舎跡地等を有効に活用できる方

策を検討するとともに、区役所建替えを契機とした区民の声を活かした新しいまちづ

くりにつなげるため、庁舎跡地等活用検討委員会（仮称）の設置やワークショップの

開催、対話型市場調査等を行う。 

（予算額  ９６，４８４千円）
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